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神戸市の概要 

平成27年3月末現在 

海：開港都市 

東西に広がる市街地 

六甲山 

人口 65歳以上 高齢化率 
要介護認定率 

（第1号被保険者） 

介護保険料基準 
月額（第6期） 65～74歳 75歳以上 

1,546,191人 401,698人 212,054人 189,644人 26.0％ 19.6％ 5,729円 

※神戸市人口は、「住民基本台帳＋外国人登録」記載の人数に基づく 
※65歳以上人口には、市外の介護保険施設に入所している住所地特例者の人数を含む ２ 
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神戸市の人口動態（推計） 

※平成7～22年は国勢調査結果 
※平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計値 

万人 ％ 
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阪神・淡路大震災によって、大量に市外に人が流出したことから、7年調査では戦後初めて人口増加数がマイナスとなっ
た。その後、復興とともに年々人口も増加し、人口規模は政令指定都市で5番目となっている。 
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2001年度 2006年度 2011年度 2013年度

65歳以上単身世帯 75歳以上のみ世帯 高齢化率

「神戸市高齢者見守り調査」より 

神戸市の高齢者世帯の状況 
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男性 
平均寿命 

9.5歳 

平均寿命 

健康寿命 

健康寿命 

79.60 

86.00 

12.67歳 

第6期 神戸市介護保険事業計画 

 
  健康寿命延伸の取り組みを市民と行政が一体的に取り組み、2025年までに健康寿命と 
  平均寿命の差を2年縮める  

最重点目標 

月額5,800円程度 ⇒ 5,729円に抑制 

月額9,600円程度 ⇒ 8,400円程度に抑制 

第6期 

平成37年度（2025年度）推計 

神戸市の健康寿命と平均寿命(H22) 

  １．生涯現役社会づくりの推進 
  ２．健康づくりと介護予防の新たな展開 
      ・健康づくり対策・疾病対策の強化 
       ・大学・研究機関などと連携し、高齢者ニーズに対応した効果的な健康づくり・介護予防事業の推進 など 
  ３．認知症施策の総合的推進 
  ４．生活支援・介護予防サービスの充実 
      ・新たな担い手によるインフォーマルサービスの整備 
       ・「介護予防・日常生活支援総合事業」による高齢者の多様なニーズに応じた適切な生活支援サービスの充実 
  ５．リハビリテーションの充実 
  ６．介護予防・生活支援を推進する地域づくり 
      ・地域ごとのデータ活用による介護予防・生活支援を推進する地域づくり支援  

健康寿命を延伸するための取り組み 

データ活用による効果的・効率的な事業展開が重要 
５ 



総合相談支援業務 

主任ケア 
マネジャー 

介護予防 
ケアマネジメント業務 

保健師又
は看護師 

社会福祉士 

行政機関、保健所、医療 
機関、児童相談所など 

必要なサービスにつなぐ 

多面的（制度横断的）支
援の展開 

介護サービス 

成年後見制度 

地域権利擁護 

医療サービス 

ヘルスサービス 

虐待防止 

ボランティア 

民生委員 

介護相談員 チームアプローチ 

権利擁護業務 

包括的・継続的ケアマ 
ネジメント支援業務 

・「地域ケア会議」等を通じた自立
支援型ケアマネジメントの支援 

・ケアマネジャーへの日常的個別指
導・相談 

・支援困難事例等への指導・助言 

住民の各種相談を幅広く受け付け
て、制度横断的な支援を実施 

地域での支え合い活動の支援 

要支援者・二次予防事業対象者に対
する介護予防ケアプランの作成など 

あんしんすこやかセンターは「地域包括支援センター」の愛称で、神戸市が設置する高齢者に関する相談窓口です。
概ね中学校区に１か所の割合で、市内全域に７６か所設置しています。（介護保険法第115条の46に基づき設置） 
  

・成年後見制度の活用促進、 
高齢者虐待への対応など 

地域支え合い推進員 

民生委員、自治会等と連携・協働を図
りながら、地域住民間で見守りができ
るコミュニティづくりを支援 

神戸市におけるあんしんすこやかセンター（地域包括支援センター） 

６ 



2011年 2013年 

調査対象 要介護認定を受けていない市内に居住する65歳以上高齢者の男女 

対象者数 15,014人 15,905人 

有効回答 9,872人（65.8％） 11,805人（74.22％） 

健康とくらしの調査（日本老年学的評価研究） 

神戸市における健康とくらしの調査概要 

「健康とくらしの調査」は、健康長寿社会をめざした予防政策の科学的な基盤づくりを目的とした日本老年
学的評価研究プロジェクトチームによる研究プロジェクト。全国約30市町村と共同し、要介護認定を受けて
いない高齢者14万人を対象に実施。神戸市は2011年より本調査に参加。 

神戸市における取り組み１－① 

７ 



神戸市における取り組み１－② 
  地域診断書（市町村間比較、市町村内比較） 
  各地域の認知症推計 
  重点地域抽出 
  認定率や要介護リスクと関連する要因 
  介護予防事業の評価 など 

見える化により、課題の把握ができ、根拠に
基づく介護予防の手がかりをつかむことが
可能となる 
 
⇒戦略的に介護予防を推進 

あんしんすこやかセンター圏域毎に見える化 

８ 
健康とくらしの調査2013より 



 重点地域抽出シート 

色が赤いほど、各項目 
のリスクが高い 

要介護リスク 社会資源等 

地域包括支援 
センター圏域ごと 

神戸市における取り組み１－③ 

試作的
PHR 

健診 
データ 

チェック 
リスト 

資格・ 
認定 

ニーズ 
調査 

サービ
ス情報 

情報連携基盤 

健康とくらしの調査データを基に、神戸市にて管理している健康情報・介護情報等を連携
させることにより、生活環境因子と要介護状態の関係を仮説により推計 

介護予防の介入
に活用予定 

９ 



2 医師・薬剤師に伝わる 
スマホは渡したくない！ 
薬局のタブレットに表示 

4 個人情報への配慮 
データはクラウドに 
個人情報はカードに 

分離！ 

3 災害時の信頼性 
手元でなくなっても 
クラウドから回復！ 

1 高齢者でも使える 
交通系ICカードと 
同じ技術でタッチするだけ！ 

スマホがあればより便利！ 

・手帳参照 
・アラームetc. 

ソニーの電子お薬手帳  harmo（ハルモ）  4つの特徴  

神戸市における取り組み２－① 

ソニー株式会社harmo事業室 10 



有用情報として利用者にフィードバック  

インフルエンザ 
流行情報 

薬剤使用上の 
注意点更新 

お薬手帳データ  お薬手帳データ  

（個人情報なし）  

コミュニケーションツール 

データ活用者 

抗インフルエンザ薬の 
調剤状況 

利用者からの 
副作用情報 

データ利活用 

自治体 

製薬会社 

研究機関 

医療情報連携 医療費適正化 
公衆衛生（予防） 
災害対応 （同意を得た利用者のデータのみ）  

個人情報を含まない統計データ  

価値を還元する統計データの活用 

神戸市における取り組み２－② 

ソニー株式会社harmo事業室 11 



ICT活用モデルの実現に向けて 
健康インジケーターの構築とＰＨＲへの影響による健康寿命の類推 
 

• 健康とくらしの調査データとPHR等の生活行動の情報をもとにした分かりや
すい指標を設定 

 ⇒介護予防事業参加データや身体機能測定データ等（ＰＨＲ）を活用した 
      介護予防施策の評価とセルフマネジメントの推進を図る 

フィジカル 
データ 

 
身長・体重など 

健康寿命の推計 

介護予防手帳の電子化を検討 

神戸市における平成27年度の取り組み 
健康とくらしの調査データから、要介護リスクの高い地域（モデル地域）を選定 
モデル地域では多様な介護予防の取り組みの展開と効果検証を行い、介護予防のエビデンスを蓄積予定 

WHO神戸センター 
等との連携により 

12 



活用例 

27年度 28年度 29年度 

harmo導入群 カードを配布 
健診等各種データ入力 

harmo未導入群 カードを配布 
健診等各種データ入力 

ICT活用モデルの実現に向けて 

モデル地域を選定 
モデル地域にはharmoカードを配布し、健診データ（例えば、65歳健診）や生活
環境に関するデータを入力 
harmo導入群と未導入群において、介護予防効果およびセルフマネジメント効果
を検証する 

効果
検証 

3年毎に効果検証を行い、介護保険事業計画等に反映 

13 



PHR実現に向けては以下のように、データや機器面、情報連携面、運用面において、多くの課題が想定される。 

分類 課題 内容 
データ、機器面 登録データの信頼性

が必ずしも高くない 
• データが手入力であったり、歩数計を他人に持たせる等、意図的に測

定結果と異なる登録がされることがある 

• 自宅の血圧計で計測した場合と医療機関で計測した場合等、計測場
所や機器により値が異なることがある 

生活情報の記録 • 生活情報（日々の生活習慣・こころの状態等）を取得するセンサー、も
しくは簡単に記録する一般的なデバイスが少ない 

情報連携面 データが分散してい
る 

• 健診機関、行政等、個人の健康にかかわるデータが官民で分散して管
理されているため利活用の障壁となっている 

• PHRとして管理する場合の管理主体と必要なデータ範囲の整理がされ
ていない 

医療データ等との連
携が難しい 

• 診療録情報が複数の医療機関間で電子的に統合、管理されていない 
• 診療録や介護記録等どのデータを患者に開示すべきかが整理されて

いない 

• 診療録情報と健康情報とでは求められるセキュリティレベルが異なり、
連携時に問題となる可能性がある 

運用面 利用率、継続率の確
保が難しい 

• 利用率・継続率が低いため、集団特性の把握・分析に必要なデータ量
の確保が難しい 

ビジネスモデルの確
立が難しい 

• 利用料や広告料を確保することが難しく、ビジネスとして成功している
ものは限定的（保険者やセンサー企業等におけるビジネスモデルが多
い） 

• 民間企業によるPHR利活用のための仕組みが確立されていない（どの
ように利用したらよいかが分からない） 

PHR実現に向けた主な課題 

14 
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